
公立学校施設整備に係る財政支援
【担当省庁】文部科学省奈良県における取組

これまでの学校施設環境改善交付金のご採択に感謝いたし
ます。おかげさまで県内の学校施設の充実が図られてきて
おります。今後も引き続きご支援をよろしくお願いいたし
ます。

○学校施設環境改善交付金採択状況（実績報告時）
令和６年度 18 団体、 87 事業、交付額計 1,596 百万円
令和５年度 18 団体、 118 事業、交付額計 958 百万円
令和４年度 18 団体、 77 事業、交付額計 1,428 百万円

○学校施設環境改善交付金採択状況（４月当初採択率）
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１．４月当初内定の採択状況について
奈良県内の自治体でも採択保留の事業が多くあり、施設整備に支

障が出ている状況にあります。学校の特性上、夏休み期間を逃すと
工事を行えない自治体もあるため、４月当初予算での採択が必要と
なっています。

【県担当部局】 教育委員会事務局学校支援課

国にお願いすること
今後も県及び市町村において、公立学校施設の老朽化対策

やトイレの洋式化・バリアフリー化等の機能向上整備が必要
となります。

公立学校設置者が必要な施設整備を、年度当初から円滑に
実施できるように、引き続き必要な財源を十分確保して頂く
とともに、実情に即した補助率及び補助単価の引き上げ、起
債の交付税措置率拡充等の地方財政措置の充実をお願いいた
します。

２．配分基礎額と実工事費の乖離について
学校施設環境改善交付金については、所定の方法により算出した

配分基礎額に算定割合を乗ずるなどした額と、実工事費の額に算定
割合を乗じた額とを比較して、少ない方の額の合計額を基礎として
算定することとなっています。
しかし、定められた配分基礎額が実情に即しておらず、実工事費

との間に乖離がある場合があり、実工事費の額が配分基礎額を超過
した場合には、その差額については実施主体である県・市町村が負
担する形となっています。
○配分基礎額（加算前）が実工事費を下回った件数
令和６年度：３０件（全体※の６３％）
令和５年度：２０件（全体※の４０％）
令和４年度：３４件（全体※の４９％）

※配分基礎額の算定方法のうち、単価種別が｢その他単価｣の事業を除く。


